
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

北海道 中川町
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [84.4%]

類似団体内順位

[ 35/129 ]

全国市町村平均

90.3
北海道市町村平均

91.1

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

119.4

71.6

87.7
84.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [445,853円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.5]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [28.72人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.0%]
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人口1人当たり地方債現在高 [2,746,359円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

中川町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数
　 類似団体平均を下回る数値であり、自主財源に乏しい地方交付税などに依存している財政構造となっている。「集中改革
プラン」に沿った歳出削減や歳入の確保、特に町税等の徴収率の向上に向けた徴収体制の強化に努め自主財源の確保に
よる財政の健全化を図る。
経常収支比率
・類似団体平均よりは下回っているものの、水準的には財政の硬直化を示している。「集中改革プラン」に掲げたとおり、町税
等の自主財源の確保と職員定数の適正化などの目標に沿った人件費の削減、経常経費の削減等の見直しを継続的に実施
し、経常収支比率の低下を図る。
ラスパイレス指数
・類似団体平均値を若干上回る数値であり、「集中改革プラン」に沿って、給与の適正化に努める。
実質公債費比率
・類似団体平均を下回っている現状であるが、起債に依存した事業実施を縮減し、適切な地方債管理を行うことで一層の適
正化を図り、類似団体水準以下を維持するよう努める。

人口１人当たり地方債残高
　 過去の道路整備・施設建設・下水道・簡易水道等の大型事業の実施、急激な人口の減少により類似団体平均を大きく上
回っている。近年は、起債に依存した事業の縮減により、町債残高の減少を図っている。今後も次世代への負担を少しでも軽
減するよう起債に依存した事業実施を適切に見直し、新規発行債の抑制を図り、財政の健全化を図る。
人口1,000人当たり職員数
 　「行政改革大綱」「集中改革プラン」等に基づく新規採用抑制により職員定数の適正化を進めてきているが、類似団体平均を
上回る数値となっている。今後も「集中改革プラン」をベースに定員管理の適正化を図る。
人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　 職員定数の適正化の推進による人件費の削減等により数値は減少傾向にあるが、類似団体平均を上回る数値となっている
ため、引き続き職員定数の適正化の推進や指定管理者制度の活用、事務事業評価に基づく事業の見直し等により更なる経費
の抑制に努める。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 中川町

経常収支比率の分析

人 口
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費：
　 類似団体平均より、人件費に係る経常収支比率は低くなっているのは、職員定数の適正化計画に基づき退職者不補充
など職員の新規採用を抑制してきたことが主な要因である。今後も「集中改革プラン」に掲げたとおり、定員管理の適正化を
図り、職員数の削減などを実施して人件費の抑制を図る。
物件費：
　 類似団体平均より上回っている数値であり、「集中改革プラン」をベースに事務事業の適正化、効率化によるスリムで機
能的な行政を目指し、内部経費の削減などコスト削減に努める。
扶助費：
　 類似団体平均より下回っている数値であり、制度改正等により、老人や身体障害者に対する扶助費が類似団体とほぼ同
様の推移を示している。今後においても扶助費については、対象者の変動によるもの以外は増減は見込めない。
公債費以外：
　 類似団体平均より下回っている数値であり、今後も「集中改革プラン」に沿った行財政改革を推進するように努める。
公債費：
　 類似団体平均を若干上回る数値であるが、償還のピークである平成１６年度以降は減少傾向にある。今後も起債に依存
した事業実施を見直し、適切な地方債管理を行なうことにより、類似団体水準以下を目標に低下させるよう努める。
補助費等
　 類似団体平均を上回っている数値であり、水準がピークとなっている一部事務組合負担金の削減についても働きかけた
上で、全ての補助金、負担金に対して再点検・再評価を行い、交付基準の明確化など適正化策を進めていく。
その他：
　 類似団体平均を下回る数値であるが、今後も「集中改革プラン」に沿った行財政改革を推進するように努める。
普通建設事業費：
　 生活基盤の整備に対するニーズは高いものの、近年の厳しい財政状況を踏まえ、減少傾向にある。今後においても事業
の緊急性・住民ニーズを勘案しながら、普通建設事業の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 501,083 252,435 175,995 43.4
賃金（物件費） 36,227 18,250 11,806 54.6
一部事務組合負担金（補助費等） 104,278 52,533 27,115 93.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,050 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 6,075 3,060 7,472 ▲ 59.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 30,709 15,471 4,260 263.2
▲退職金 ▲ 42,882 ▲ 21,603 ▲ 16,454 31.3
合計 635,490 320,146 212,243 50.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 28.72 19.38 9.34
ラスパイレス指数 93.5 92.5 1.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

544,864 274,491 168,683 62.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 52,276 26,336 29,949 ▲ 12.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

48,726 24,547 8,629 184.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

6,660 3,355 5,587 ▲ 39.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

2,310 1,164 154 655.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 432,122 ▲ 217,694 ▲ 136,298 59.7

合計 222,714 112,198 76,704 46.3

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 中川町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,394,790 618,807 ▲ 0.8 313,976 ▲ 9.7 8.9

うち単独分 730,677 324,169 57.5 164,742 ▲ 9.0 66.5

1,096,145 495,769 ▲ 19.9 274,840 ▲ 12.5 ▲ 7.4

うち単独分 349,871 158,241 ▲ 51.2 133,936 ▲ 18.7 ▲ 32.5

1,008,615 474,642 ▲ 4.3 229,697 ▲ 16.4 12.1

うち単独分 295,999 139,294 ▲ 12.0 119,521 ▲ 10.8 ▲ 1.2

1,046,935 504,061 6.2 145,084 ▲ 36.8 43.0

うち単独分 252,527 121,583 ▲ 12.7 86,352 ▲ 27.8 15.1

901,934 454,375 ▲ 9.9 155,309 7.0 ▲ 16.9

うち単独分 216,209 108,921 ▲ 10.4 69,293 ▲ 19.8 9.4

過去５年間平均 1,089,684 509,531 ▲ 5.7 223,781 ▲ 13.7 8.0

うち単独分 369,057 170,442 ▲ 5.8 114,769 ▲ 17.2 11.4

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 中川町

当該団体値 類似団体平均値


